
対
象
と
な
る
建
物

・
昭
和　

年
５
月　

日
以
前
に
建
築
さ

５６

３１

れ
た
木
造
２
階
建
て
以
下
の
住
宅
な

ど
を
構
造
評
点
が
１
・
０
以
上
と
な

る
よ
う
に
改
修
工
事
を
行
う
こ
と

・
補
助
金
交
付
決
定
後
に
工
事
着
手
し

平
成　

年
２
月
末
ま
で
に
工
事
完
了

２７

す
る
も
の
で
あ
る
こ
と

募
集
戸
数　

６
戸
（
先
着
順
）　

補
助
内
容

・
補
助
額
は
、
耐
震
改
修
工
事
に
要
す

る
経
費
の　

％
相
当
額
で
１
件
当
た

２３

り　

万
円
を
上
限
。
併
せ
て
住
宅
リ

３０
フ
ォ
ー
ム
（　

万
円
以
上
）
を
行
う

３０

場
合
に
は
、
要
す
る
経
費
の　

％
相

１０

当
額
で
１
件
当
た
り　

万
円
を
上
限

２０

と
し
て
上
乗
せ

受
付
期
間　
６
月
２
日
月
～
７
月　

日
木

３１

申
込
用
紙
配
布
・
受
付
場
所 

　

市
役
所
６
階
建
築
指
導
課

※
詳
細
は
問
い
合
わ
せ
て
く
だ
さ
い

住宅リフォーム費用の補助（第１回募集）
問合せ　

建築指導課建築指導係　緯運９１９１
　

市
内
の
建
築
関
連
業
者
に
よ
り
、
住

宅
の
リ
フ
ォ
ー
ム
を
行
う
場
合
、
費
用

の
一
部
を
補
助
し
ま
す
。

対
象
と
な
る
住
宅

・
一
戸
建
て
の
住
宅
ま
た
は
併
用
住
宅

（
住
宅
部
分
が
２
分
の
１
以
上
）

・
マン
シ
ョン
な
ど
の
共
同
住
宅
の
住
戸

対
象
と
な
る
工
事

・
市
内
の
建
築
関
連
業
者
が
工
事
す
る

住
宅
の
リ
フ
ォ
ー
ム
（
修
繕
、
補
修
、

増
改
築
な
ど
）
で
あ
る
こ
と

・
リ
フ
ォ
ー
ム
に
要
す
る
費
用（
消
費
税

を
除
く
）
が　

万
円
以
上
で
あ
る
こ
と

３０

・
補
助
金
交
付
決
定
後
、
工
事
着
手
し
、

平
成　

年
２
月
末
ま
で
に
工
事
完
了

２７

す
る
も
の

申
込
資
格

・
市
内
に
居
住
、
ま
た
は
居
住
し
よ
う

と
す
る
住
宅
を
所
有
す
る
個
人

・
市
内
に
住
所
が
あ
り
、
市
税
な
ど
を

滞
納
し
て
い
な
い
こ
と

・
本
事
業
の
補
助
金
の
交
付
を
受
け
て

い
な
い
こ
と

事
業
費
（
今
回
分
）
２
５
０
万
円

※
補
助
金
交
付
は
事
業
費
の
範
囲
内
で

行
う
た
め
、
申
し
込
み
多
数
の
場
合

抽
選

補
助
内
容

・
補
助
金
は
、
住
宅
の
リ
フ
ォ
ー
ム
に

要
す
る
費
用
（
消
費
税
除
く
）
の　
１０

％
相
当
額
（
千
円
未
満
切
り
捨
て
）

で
１
件
当
た
り　

万
円
が
上
限

２０

申
込
用
紙
配
布
時
期
・
配
布
場
所

・
６
月
２
日
月
～
７
月　

日
水

１６

・
市
役
所
６
階
建
築
指
導
課
お
よ
び
各

支
所
建
設
担
当
で
配
布
。
ま
た
、
市

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ンロ
ー
ド
可

受
付
期
間　

７
月
２
日
水
～　

日
水

１６

受
付
場
所　

市
役
所
６
階
建
築
指
導
課

お
よ
び
各
支
所
建
設
担
当

※
詳
し
く
は
建
築
指
導
課
へ
問
い
合
わ

せ
て
く
だ
さ
い
。
今
年
度
は
、
２
回

の
募
集
を
予
定
。
第
２
回
目
の
受
け

付
け
は　

月
ご
ろ
で
す

１１

　

木
造
住
宅
の
所
有
者
な

ど
に
対
し
、
耐
震
改
修
工

事
費
の
一
部
を
補
助
し
ま

す
。
ま
た
、
こ
の
工
事
と

併
せ
て
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム

を
行
う
場
合
は
補
助
の
上

乗
せ
が
あ
り
ま
す
。

平成２６年度から適用される個人住民税（市県民税）の税制改正問合せ　課税課市民税係緯運９１１３ Topics
木造住宅の耐震改修工事費の補助

問合せ　建築指導課建築指導係　緯運９１９１
Ｑ　個人住民税（市県民税）の均等割とは何ですか？

Ａ　一定額以上所得のある市民の方に、広く均等（定額）に負担してい
ただくものです。

納める人
　１月１日現在廿日市市に住んでいる人。また、住んでいなくても、廿日
市市内に事業所または家屋敷がある人。
課税されない人
１　生活保護法による生活扶助を受けている人
２　障がいのある人・未成年者・寡婦または寡夫で、前年中の合計所得金
　　額が、１，２５０，０００円以下（給与所得者の場合、給与収入金額が２，０４４，０００円
　　未満）の人
３　前年中の合計所得金額が次の額以下の人　
　●控除対象配偶者または扶養親族がある人　
　　３１５，０００円　×　本人・控除対象配偶者・扶養親族の合計人数　＋　１８９，０００円以下
　●控除対象配偶者または扶養親族がいない人
　　３１５，０００円　以下

　平成２６年度～平成３５年度まで、市県民税の均等割額が変更されます。
　「東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施
策に必要な財源の確保に係る地方税の臨時特例に関する法律」により個人
住民税（市県民税）の均等割額が千円上乗せされます。

平成２６年度～平成３５年度平成２５年度まで均等割額（年額）

３,５００円３,０００円市民税
２,０００円１,５００円県民税
５,５００円４,５００円合計

14広報はつかいち平成26年6月1日号

平成２７年４月１日採用予定の廿日市市職員を募集します問合せ　人事課人材育成グループ　緯運９１２４　　　　　 　
募集要項

第１次
試験日

受験申込書
の受付期間

受験案内の
配布開始日受験資格採用予定

人　　数職種区
分

７月２７日日

６月２日月
～２３日月

インターネットに
よる申込受付期間
６月２日月
～１８日水

６月２日月

昭和５９年４月２日以降に生まれた人７人程度
行政事務

（一般行政事務）
（大学卒業程度）

前
期
試
験

昭和５４年４月２日以降に生まれた人で学芸員資格を有し、
かつ大学または大学院で文化財に関する専門課程を修めて
卒業（修了）した人（見込みの人を含む）

１人程度
行政事務
（文化財事務）
（大学卒業程度）

昭和５４年４月２日以降に生まれた人
４人程度技術(土木)

（大学卒業程度）

２人程度技術(建築)
（大学卒業程度）

昭和５４年４月２日以降に生まれた人で資格を有する人(平成
２７年４月１日までに資格を取得する見込みの人を含む)１人程度保健師

（短大卒業程度）

試験会場　　山陽女学園（廿日市市佐方本町１番１号）
受験案内・申込書の入手方法
①次の場所で配布しています。
　市役所１階記載案内、３階人事課、あいプラザ、各支所地域
づくりグループ、消防本部総務課、市内各消防署、市内各市
民センター。
②市ホームページからダウンロード可。
　印刷して使用してください。
③郵便により請求できます。
　手続きなど詳細は、問い合わせてください。

受験申し込みの手続き
　　必要事項を記入した申込書を、市役所３階人事課まで持参
または郵送で提出してください。

　　また、インターネット上での直接申し込み（電子申請）も
可能。詳細は、受験案内および市ホームページで確認してく
ださい。

※後期試験（行政事務・土木・建築（高卒程度）、保育士、消
防を予定）の日程などは、市ホームページで確認してくださ
い。なお、今後の検討の結果、変更することがありますので
「広報はつかいち８月号」で確認してください

Topics

　

地
震
発
生
時
の
建
築
物
の
倒
壊
に
よ

り
、
緊
急
輸
送
道
路
を
閉
塞
す
る
お
そ

れ
の
あ
る
建
築
物
の
耐
震
診
断
費
用
の

一
部
を
補
助
し
ま
す
。

対
象
と
な
る
建
築
物

・
昭
和　

年
５
月　

日
以
前
に
着
工
さ

５６

３１

れ
、
建
築
基
準
法
に
よ
る
確
認
通
知

書
ま
た
は
検
査
済
証
の
交
付
を
受
け

た
も
の
。

・
建
築
物
の
敷
地
が
、
広
島
県
地
域
防

災
計
画
で
指
定
さ
れ
た
緊
急
輸
送
道

路
（
国
道
２
号
、
県
道　

号
（
廿
日

３０

市
佐
伯
線
）、
県
道　

号
（
厳
島
公

４３

園
線
））
に
接
し
て
い
る
も
の
で
、

地
震
時
の
倒
壊
に
よ
り
、
こ
の
道
路

の
通
行
を
妨
げ
る
お
そ
れ
の
あ
る
も

の
。

申
込
資
格

・
市
の
税
お
よ
び
使
用
料
を
滞
納
し
て

い
な
い
こ
と
。

・
平
成　

年
３
月
末
ま
で
に
完
了
報
告

２７

が
可
能
な
こ
と
。

補
助
内
容　

耐
震
診
断
に
係
る
経
費
の

３
分
の
２
、
か
つ
、
３
０
０
万
円
以

内
の
額

受
付
期
間　
６
月
２
日
月
～　

月　

日
金

１０

３１

※
申
請
書
の
内
容
と
添
付
書
類
が
す
べ

て
整
っ
た
も
の
か
ら
順
番
に
受
け
付

け
、
補
助
金
交
付
決
定
額
の
合
計
が

予
算
額
（
３
０
０
万
円
）
を
超
え
た

場
合
は
締
め
切
り

申
込
用
紙
配
布
・
受
付
場
所 　

市
役
所

６
階
建
築
指
導
課

※
詳
細
は
問
い
合
わ
せ
て
く
だ
さ
い

緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断費用の補助
問合せ　建築指導課建築指導係　緯運９１９１
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